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所解－1 

 

第64回 税理士試験 所得税法  

 

〔第一問〕―50点― 

問１（25点） 

□1   所得の意義   

 ⑴ 事業所得の意義   

   事業所得とは、農業、漁業、製造業、卸売業、小売業、サービス業その他の事業

で所定のものから生ずる所得（山林所得又は譲渡所得に該当するものを除く。）を

いう。 

 

□2  

 ⑵ 雑所得の意義   

   雑所得とは、利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、退職所

得、山林所得、譲渡所得及び一時所得のいずれにも該当しない所得をいう。 

 

□2  

□2   共通する取扱い   

 ⑴ 所得の金額   

   事業所得の金額又は雑所得の金額は、その年中の事業所得又は雑所得（公的年金

等に係るものを除く。）に係る総収入金額から必要経費を控除した金額とする。 

 

□1  

 ⑵ 総収入金額   

   その年分の事業所得の金額又は雑所得の金額の計算上総収入金額に算入すべき金

額は、別段の定めがあるものを除き、その年において収入すべき金額（金銭以外の

物又は権利その他経済的な利益をもって収入する場合には、その物若しくは権利を

取得し、又はその利益を享受する時における価額）とする。 

 

□2  

 ⑶ 必要経費   

① その年分の事業所得の金額又は雑所得の金額（事業所得の金額及び雑所得の金

額のうち山林の伐採又は譲渡に係るもの並びに雑所得の金額のうち公的年金等に

係るものを除く。）の計算上必要経費に算入すべき金額は、別段の定めがあるも

のを除き、これらの所得の総収入金額に係る売上原価その他その総収入金額を得

るため直接に要した費用の額及びその年における販売費、一般管理費その他これ

らの所得を生ずべき業務について生じた費用（償却費以外の費用でその年におい

て債務の確定しないものを除く。）の額とする。 

 

□2  

  ② 山林につきその年分の事業所得の金額、山林所得の金額又は雑所得の金額の計

算上必要経費に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、その山林の植

林費、取得に要した費用、管理費、伐採費その他その山林の育成又は譲渡に要し

た費用（償却費以外の費用でその年において債務の確定しないものを除く。）の

 

□2  
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額とする。 

 ⑷ 必要経費の別段の定め   

  ① 家事関連費、租税公課等の必要経費不算入   

居住者が支出し又は納付する家事上の経費等、所定の租税公課、罰金等及び所

定の損害賠償金等は、その者の事業所得の金額又は雑所得の金額の計算上、必要

経費に算入しない。 

 

□1  

  ② 資産の評価及び償却費の必要経費算入   

    居住者のその年12月31日において有する減価償却資産又は繰延資産につきその

償却費としてその者の事業所得の金額又は雑所得の金額の計算上必要経費に算入

する金額は、その減価償却資産につきその者が選定した償却方法又はその繰延資

産に係る支出の効果の及ぶ期間を基礎として所定の方法により計算した金額とす

る。 

 

□1  

 ⑶ 課税制度   

事業所得の金額又は雑所得の金額は、原則として他の各種所得の金額と総合さ

れ、課税標準の一種である総所得金額を通じて課税される。 

 

 

また、事業所得又は雑所得のうち所定のものは変動所得又は臨時所得に該当し、

居住者のその年分の変動所得の金額及び臨時所得の金額の合計額がその年分の総所 

得金額の
20

100
 以上である場合には、その者のその年分の課税総所得金額に係る所得 

税の額は、平均課税の方法により計算した金額とする。 

 

□1  

□3   異なる取扱い   

 ⑴ 固定資産等の損失額の必要経費算入   

  ① 居住者の営む事業所得を生ずべき事業の用に供される固定資産等について取り

こわしその他の事由により生じた損失の金額は、その者のその損失の生じた日の

属する年分のこれらの所得の金額の計算上、必要経費に算入する。 

 

□1  

  ② 居住者の雑所得を生ずべき業務の用に供され又は雑所得の基因となる資産の損

失の金額は、その者のその損失の生じた日の属する年分の雑所得の金額（この規

定の適用前の所得の金額とする。）を限度として、その年分の雑所得の金額の計

算上、必要経費に算入する。 

 

□2  

 ⑵ 債権の回収不能   

  ① 居住者の営む事業所得を生ずべき事業について、その事業の遂行上生じた売掛

金その他これらに準ずる債権の貸倒れその他所定の事由により生じた損失の金額

は、その者のその損失の生じた日の属する年分のこれらの所得の金額の計算上、

必要経費に算入する。 

 

□2  
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  ② 雑所得の基因となる貸金の元本債権の貸倒れによる損失の金額は、その居住者

のその損失の生じた日の属する年分の雑所得の金額（この規定の適用前の所得の

金額とする。）を限度として、その年分の雑所得の金額の計算上、必要経費に算

入する。 

 

□2  

 ⑶ 損益通算   

総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額を計算する場合において、不動産所

得の金額、事業所得の金額、山林所得の金額又は譲渡所得の金額の計算上生じた損

失の金額があるときは、所定の順序により、これを他の各種所得の金額から控除す

る。 

 

□2  

雑所得の金額の計算上生じた損失の金額はこの規定の適用はない。   

 ⑷ 青色申告   

   不動産所得、事業所得又は山林所得を生ずべき業務を行なう居住者は、納税地の

所轄税務署長の承認を受けた場合には、確定申告書及びその申告書に係る修正申告

書を青色の申告書により提出することができる。青色申告者には青色申告特別控除

など各種特典が備えられている。 

 

   雑所得を生ずべき業務を行う居住者にはこの規定の適用はない。  

□2  

 ⑸ その他   

   次に掲げるものは、事業所得の金額の計算上適用があるが、雑所得の金額の計算

上は適用されない。 

 

 

  ① 各種引当金繰入額の必要経費算入   

  ② 利子税の必要経費算入   

③ 親族が事業から受ける対価の必要経費不算入等   

④ 事業を廃止した場合の必要経費算入   

⑤ 減価償却の特例（特別償却、割増償却等）   

⑥ 社会保険診療報酬の所得計算の特例   

⑦ 有限責任事業組合の事業に係る所得計算の特例   

⑧ 特定の基金に対する負担金等の必要経費算入の特例   

⑨ 中小企業者の少額減価償却資産の取得価額の必要経費算入の特例   

⑩ 債務処理計画に基づく減価償却資産等の損失の必要経費算入の特例   
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問２（25点） 

□1   棚卸資産の意義   

  棚卸資産とは、事業所得を生ずべき事業に係る商品、製品、半製品、仕掛品、原材

料その他の資産（有価証券及び山林を除く。）で棚卸しをすべきものとして所定のも

のをいう。 

 

□2  

□2   異なる取扱い   

 ⑴ 譲渡した場合の所得区分   

   棚卸資産を譲渡した場合には事業所得として課税されるが、棚卸資産以外の資産

を譲渡した場合には、譲渡所得として課税される。 

 

□1  

 ⑵ 自家消費の場合   

   居住者が棚卸資産（所定の資産を含む。）を家事のために消費した場合には、そ

の消費した時におけるその棚卸資産の価額に相当する金額は、その者のその消費し

た日の属する年分の事業所得の金額の計算上、総収入金額に算入する。 

 

□3  

 ⑶ 贈与等の場合   

① 棚卸資産の場合   

次に掲げる事由により居住者の有する棚卸資産（所定の資産を含む。）の移転

があった場合には、それぞれに掲げる金額に相当する金額は、その者のその事由

が生じた日の属する年分の事業所得の金額の計算上、総収入金額に算入する。 

 

□3  

   イ 贈与（相続人に対する死因贈与を除く。）又は遺贈（包括遺贈及び相続人に

対する特定遺贈を除く。）･･････その贈与又は遺贈の時におけるその棚卸資産

の価額 

 

 

ロ 著しく低い価額の対価による譲渡･･････その対価の額とその譲渡の時におけ

るその棚卸資産の価額との差額のうち実質的に贈与をしたと認められる金額 

 

 

  ② 棚卸資産以外の資産の場合   

次に掲げる事由により居住者の有する山林（事業所得の基因となるものを除

く。）又は譲渡所得の基因となる資産の移転があった場合には、その者の山林所

得の金額、譲渡所得の金額又は雑所得の金額の計算については、その事由が生じ

た時に、その時における価額に相当する金額により、これらの資産の譲渡があっ

たものとみなす。 

 

□3  

   イ 贈与（法人に対するものに限る。）又は相続（限定承認に係るものに限

る。）若しくは遺贈（法人に対するもの及び個人に対する包括遺贈のうち限定

承認に係るものに限る。） 

 

   ロ 著しく低い価額の対価（時価の
１

２
未満の対価）による譲渡（法人に対するも 

のに限る。） 

 
□2  
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 ⑶ 損失が生じた場合   

  ① 棚卸資産の場合   

    居住者の棚卸資産について生じた損失の金額は、年末棚卸資産の評価を通じ売

上原価として、その者のその損失の生じた日の属する年分の事業所得の金額の計

算上、必要経費に算入される。 

 

□2  

  ② 棚卸資産以外の場合   

 居住者の営む不動産所得、事業所得又は山林所得を生ずべき事業の用に供され

る固定資産、繰延資産について生じた損失の金額及びその事業上の債権について

生じた損失の金額は、その者のその損失の生じた日の属する年分のこれらの所得

の金額の計算上、必要経費に算入する。 

 

□3  

 ⑷ 受取保険金等の取扱い   

  ① 棚卸資産の場合   

  不動産所得、事業所得、山林所得又は雑所得を生ずべき業務を行なう居住者が

受ける、その業務に係る棚卸資産等につき損失を受けたことにより取得する保険

金等で、その業務の遂行により生ずべきこれらの所得に係る収入金額に代わる性

質を有するものは、これらの所得に係る収入金額とする。 

 

□2  

  ② 棚卸資産以外の資産   

損害保険契約に基づく保険金及びその契約に準ずる共済に基づく共済金で資産

の損害に基因して支払を受けるもの並びに不法行為その他突発的な事故により資

産に加えられた損害につき支払を受ける損害賠償金については、所得税を課さな

い。 

 

□2  

    また、不動産所得、事業所得、山林所得又は雑所得を生ずべき業務の用に供さ

れる固定資産等の損失額又は生活に通常必要でない資産若しくは山林の災害、盗

難、横領による損失額を補てんするものとして取得する保険金、損害賠償金等

は、これらの損失額の計算上控除する。 

 

□2  
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〔第二問〕  

問１ 

１ 各種所得の金額                                                   （単位：円） 

区 分 及 び 金 額 計     算     の     過     程 

不動産所得  1 収入金額 

    2,160,000 

      0  

  2 必要経費の額 

  ⑴ 管理費・その他の費用等  1,120,000 

   ⑵ 減価償却費 

   ① 建物      66,460,000×0.9×0.022×30％＝394,772□1  

     ② 給排水設備   312,121×0.142＝44,321□1  

       計 439,093 

  ⑶ 借入金利息   413,000×30％＝123,900□1  

 必要経費の額合計 ⑴＋⑵＋⑶＝1,682,993 

  

  

  

  

  

  3 青色申告特別控除額 

 2,160,000－1,682,993＝477,007≦650,000 ∴477,007  

  

  

  4 不動産所得の金額 

      21,600,000－1,682,993－477,007＝0 

  

   

事業所得   1 収入金額 

    ⑴ 社会保険診療報酬    46,240,000 

 22,326,125     ⑵  自由診療収入        15,320,000 

    ⑶ 雑収入           52,000 

        ⑴＋⑵＋⑶＝61,612,000 
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   2 必要経費の額 

    ⑴ 必要経費等          26,560,300－80,000×12＝25,600,300□1  

      ⑵  青色事業専従者給与  200,000×12＝2,400,000□1  

      ⑶  減価償却費 

     ① 建物     66,460,000×0.9×0.026×40％＝622,065□1  

     ② 給排水設備  927,386×0.142＝131,688□1  

        ③ 医療機器   平成25年分から改訂償却 

      イ 508,192×
１

２
 －1＝254,095□1  

          ロ 508,192×
１

２
 ×

11

12
 ＝232,921□1      計 487,016 

     ④ Ｘ線装置   1,283,333×0.500＝641,666□1  

     ⑤ 電子計算機  1,280,000≧1,200,000 

      イ 普通償却費 1,280,000×0.400×
２

12
 ＝85,333 

      ロ 特別償却費 1,280,000×
30

100
 ＝384,000    計 469,333□1  

     ⑥ 歯科医療用ユニット  

      イ 普通償却費 5,600,000×0.286×
１

12
 ＝133,466 

      ロ 特別償却費 5,600,000×
16

100
 ＝896,000    計 1,029,466□1  

     減価償却費計 ①～⑥ 3,381,234 

    ⑹ 資産損失      508,192×
１

２
 －232,921＝21,175□1  

    ⑸ 借入金利息   413,000×40％＝165,200□1      ⑴～⑸ 31,567,909 

   

      社会保険診療分 

     ① 実際額   31,567,909×
46,240,000

46,240,000＋15,320,000
 ＝23,700,827 

     ② 概算経費  46,240,000×57％＋4,900,000＝31,256,800□1  

      ①＜② ∴② 31,256,800 

      その他の収入分  31,567,909－23,700,827＝7,856,082 

     必要経費合計  31,256,800＋7,856,082＝39,112,882 

   

  3  青色申告特別控除額  650,000－477,007＝172,993   

   

   4 事業所得の金額        61,612,000－39,112,882－172,993＝22,326,125 

   

   

  （単位：円） 
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区 分 及 び 金 額 計     算     の     過     程 

譲渡所得 ・分離長期譲渡所得 

・分離長期譲渡所得  総合長期（ゴルフ会員権） 

 総合長期 １．譲渡損益 

   ⑴ 平成５年取得分   800,000－（3,200,000＋350,000＋30,000）＝△2,780,000 

        （26年３月譲渡のため損益通算可） 

  △2,350,000□1    ⑵ 平成15年取得分  1,200,000－（1,800,000＋240,000＋50,000）＝△890,000   

     （26年４月譲渡のため損益通算不可） 

  ⑶ 相続取得分    1,600,000－（250,000(*)＋30,000）＝1,320,000 

                       (*) 1,600,000×５％＝80,000＜250,000  ∴250,000□1  

  ２．内部通算 

   △890,000＋1,320,000＝430,000 

    △2,780,000＋430,000＝△2,350,000 

   

  

  

   

  

  

雑所得  １．総収入金額 

   134,000□1    30,000＋100,000＋30,000＝160,000 

   

   

  ２．必要経費   260,000 

   

   

  ３．雑所得の金額 １．－２．＝134,000 

   

   

 



Copyright© Link Academy Inc. All rights reserved 
 

所解－9 

２ 課税標準額                                                     （単位：円） 

区 分 及 び 金 額 計     算     の     過     程 

総所得金額 損益通算    やり方□1  

 ① 経常         22,326,125＋134,000＝22,460,125 

         20,110,125  ② 譲渡・一時  △2,350,000＋22,460,125＝20,110,125 

  

 

３ 所得控除額                                                    （単位：円） 

区 分 及 び 金 額 計     算     の     過     程 

 所得控除額の合計額 １．雑損控除 ⑴  損失の金額 （900,000－900,000×0.9×0.083×2）×25％＝191,385 

 ⑵ 足切額    20,110,125×
１

10
 ＝2,011,012 

        ⑶ 控除額    ⑴＜⑵  ∴0 

 ２．社会保険料控除  730,000＋185,550＝915,550 

 ３．生命保険料控除 

          4,599,550   ⑴ 一 般 

   ① 300,000－70,000＝230,000＞80,000  ∴40,000 

    ② 37,500＋（70,000－50,000）×
１

４
 ＝42,500 

   ①＋②＝82,500＞40,000  ∴40,000      旧生命保険料のみ  42,500□1  

 ⑵ 個人年金  120,000＞100,000 ∴50,000□1  

  ⑵ 介護医療  20,000＋（40,000－20,000）×
１

２
 ＝30,000□1  

   ⑴＋⑵＋⑶＝122,500≦120,000  ∴120,000□1  

 ４．地震保険料控除  70,000＞50,000  ∴50,000□1  

 ５．配偶者控除       

 ６．配偶者特別控除      
青色事業専従者 ∴適用なし□1  

 ７．扶養控除  母 960,000≦1,200,000    ∴0  ∴580,000 

         長男 630,000    長女 380,000 

      扶養控除額  580,000＋630,000＋380,000＝1,590,000□1  

 ８．障害者控除     750,000□1 （母） 

 ９．医療費控除   894,000－100,000(*)＝794,000□1  

                    20,110,125×
５

100
 ＞100,000   ∴100,000 

 10．基礎控除    380,000 

 10．所得控除額の合計額 １．～10．合計  4,599,550 
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所解－10 

４ 課税所得金額等                                             （単位：円） 

区 分 及 び 金 額 計     算     の     過     程 

 課税総所得金額 20,110,125－4,599,550＝15,510,575→15,510,000 

          15,510,000   

  

  

      （千円未満切捨） 

 

５ 税額の計算                                                    （単位：円） 

区 分 及 び 金 額 計     算     の     過     程 

 課税される所得金額に対する税額 ・課税総所得金額に対する税額 

   15,510,000×33％－1,536,000＝3,582,300 

          3,582,300  

  

税額控除 １．既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税額の特別控除 

     適用なし□1  

                 0  

 ⑴ 所得税額            3,582,300 

 ⑵ 復興特別所得税額        3,582,300×2.1％□1 ＝75,228 

 ⑶ 所得税及び復興特別所得税の額  ⑴＋⑵＝3,657,528 

 ⑷ 所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額 

  社会保険診療報酬   （46,240,000－200,000×12）×10.21％＝4,476,064 

   原稿料等        160,000×10.21％＝16,336      計 4,492,400 

 所得税及び復興特別所得税の申告納税額  3,657,528－4,492,400＝△834,872 

  

予定納税額  

           6,230,000  

  

申告納税額 △834,872－6,230,000＝△7,064,872 

第三期納付税額  

           △7,064,872   
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所解－11 

問２ 

１ 各種所得の金額                                                    （単位：円） 

区 分 及 び 金 額 計     算     の     過     程 

不動産所得   1 収入金額 

      ⑴  建物Ｂ       5,760,000×
６

12
 ×

１

２
 ＋5,760,000×

１

２
 ＝4,320,000□1  

 2,365,107     ⑵ 建物Ｃ       3,600,000 

      ⑶  Ｄ土地地代     300,000＋24,000,000×
１

240
 ×３＝600,000□1  

      ⑷ Ｅ土地地代     240,000 

      ⑸  Ｅ土地経済的利益  12,000,000×0.7％×
３

12
 ＝21,000□1  

      ⑹  Ｆ土地地代     30,000 

    ⑺ Ｆ土地権利金    判定 30,000,000＞50,000,000×
１

２
 ＝25,000,000 

          （建物等の所有が不明だが要件を満たしているものとして譲渡所得として解答する。） 

        総収入金額合計  ⑴～⑹  8,811,000 

   2 必要経費の額 

      ⑴ 建物Ｂ       3,280,000×
６

12
 ×

１

２
 ＋3,280,000×

１

２
 ＝2,460,000□1  

    ⑵ 建物Ｃ管理費等   960,000 

    ⑶ 建物Ｃ減価償却費 

     ① 建物        （79,000,000－8,200,000）×0.022×
10

12
 ×

140

100
 ＝1,817,200□1  

        ② 建物付属設備  3,200,000×0.067×
10

12
 ×

128

100
 ＝228,693□1  

           ①＋②＝2,045,893 

    ⑷ 固定資産税     980,000□1  

     必要経費合計  ⑴～⑷  6,445,893 

   

   

   

   

   

   

   3 不動産所得の金額 

  8,811,000－6,445,893＝2,365,107 
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所解－12 

  （単位：円） 

区 分 及 び 金 額 計     算     の     過     程 

給与所得  １．収入金額        4,800,000＋3,200,000＝8,000,000 

  ２．給与所得控除額  8,000,000×10％＋1,200,000＝2,000,000 

 6,000,000□1  ３．給与所得の金額 

     8,000,000－2,000,000＝6,000,000 

   

   

   

退職所得   

   

     0  

   

   

   

   

   

   

譲渡所得  ・分離長期譲渡所得 

・分離長期譲渡所得 分離・長期（Ｆ土地及びＧ土地の取得年が不明だが解答用紙に従い長期として解答する。） 

   ⑴ Ｆ土地 

       ① 総収入金額  30,000,000 

 46,500,000 ② 取得費    30,000,000×５％＝1,500,000 

  ①－②＝28,500,000□1  

   ⑵ Ｇ土地 

   ① 総収入金額  60,000,000 

    ② 取得費        42,000,000 

  ①－②＝18,000,000□1  

    ⑴＋⑵＝46,500,000 

  （相続税額の取得費加算の規定が適用できるが、税額も課税価格も与えられていないので考慮不要

とする。） 
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所解－13 

２ 課税標準額                                                    （単位：円） 

区 分 及 び 金 額 計     算     の     過     程 

総所得金額 2,365,107＋6,000,000＝8,365,107 

  

     8,365,107  

  

退職所得金額  

                0  

  

  

  

分離長期譲渡所得金額  

            46,500,000  
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所解－14 

問３ 

１ 各種所得の金額                                                   （単位：円） 

区 分 及 び 金 額 計     算     の     過     程 

利子所得  １．収入金額 

    42,000ドル×90＝3,780,000 

 3,780,000□1   

    源泉分離課税：社債の利子 

   

配当所得  １．収入金額 

   ⑴ Ａ社みなし配当 

 9,672,000   ① 60株×150,000＝9,000,000 

（総 合） （6,000,000）     ② 40,000,000×
60株

800株
 ＝3,000,000 

（分 離） （3,672,000）    ①－②＝6,000,000□1  

    ⑵ 米国上場会社  36,000ドル×102＝3,672,000 

   

   

   

給与所得  １．収入金額        24,000,000 

  ２．給与所得控除額  2,450,000 

 21,550,000□1  ３．給与所得の金額    24,000,000－2,450,000＝21,550,000 

   

   

   

退職所得  １．収入金額     90,000,000 

  ２．退職所得控除額 

 40,050,000 ⑴ 8,000,000＋700,000×（25年－20年）＝11,500,000 

   ⑵ 400,000×４年＝1,600,000 

    ⑴－⑵＝9,900,000□1  

  ３．退職所得の金額    （90,000,000－9,900,000）×
１

２
 ＝40,050,000 
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所解－15 

  （単位：円） 

区 分 及 び 金 額 計     算     の     過     程 

譲渡所得  （株式等） 

・株式等に係る譲渡所得 １．譲渡損益 

   ⑴ Ａ社（非上場） 

 △5,100,000□1      ① 長男への譲渡  40株×150,000－40株×50,000＝4,000,000□1  

    ② みなし譲渡   9,000,000－6,000,000－60株×50,000＝0□1  

   ⑵ 上場株式     2,100,000－11,200,000＝△9,100,000 

        （金融商品取引業者を通じて譲渡したものと考える。） 

 ２．株式等内通算 

    △9,100,000＋4,000,000＝△5,100,000 

   

   

   

   

   

   

一時所得  １．総収入金額  23,000,000 

  ２．支出した金額 15,000,000 

 7,500,000□1  ３．特別控除     500,000 

  ４．一時所得の金額  １．－２．－３．＝7,500,000 

   

   

雑所得  １．総収入金額 

   280,000□1   ⑴ 利付債償還差益  500,000 

   ⑵  為替差損    △220,000 

    ⑴＋⑵＝280,000 
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所解－16 

２ 課税標準額                                                    （単位：円） 

区 分 及 び 金 額 計     算     の     過     程 

総所得金額 3,780,000＋6,000,000＋21,550,000＋280,000＋7,500,000×
１

２
 ＝35,360,000 

  

35,360,000  

  

  

利子所得金額  

  

                0  

  

  

配当所得金額  

上場株式等に係る配当所得の金額  

               0  

  

  

退職所得金額  

  

            40,050,000  

  

  

株式等に係る譲渡所得金額  

株式等に係る譲渡所得等の金額  

              0  

  

  

翌年に繰り越す譲渡損失の金額 △5,100,000＋3,672,000＝△1,428,000→翌年へ繰越し 

  

             1,428,000□1   

  

  

  

 


